
 
 

平成２６年２月２６日 

総合政策局物流政策課 

第１回「物流政策アドバイザリー会議」の開催について 

国土交通省は、平成２６年３月３日に「物流政策アドバイザリー会議」を設置するとともに、同日、

第１回会議を開催いたしますのでお知らせします。 

 

１．趣旨 

物流は、産業競争力の強化や豊かな国民生活の実現を支える、経済社会にとって不可欠の構成要素

です。今後の物流施策の推進に際しては、物流を取り巻く現状と課題を的確に把握し、時代のニーズ

を汲み取っていく必要があります。 

このため、学識経験者、物流事業関係者、荷主企業関係者等からなる「物流政策アドバイザリー会

議」を設置し、物流を取り巻く現状と課題をご議論いただき、物流政策の企画立案に反映していくこ

ととしました。 

 

２．構成員（別紙参照） 

学識経験者等の常任アドバイザーに加えて、その時々のテーマに応じて、実務に精通した方々に専

門アドバイザーとして議論に加わっていただきます。 

 

３．主な検討事項（予定） 

労働力不足問題、国際海上物流の改善、地場産業の物流面からの輸出支援、過疎地域の物流ネット

ワーク維持、物流企業の国際展開、物流産業イノベーション、東京オリンピック・パラリンピック対

策等 

 

４．第１回会議日時・場所 

日 時：平成２６年３月３日（月）１３：００～１５：００ 

会  場：中央合同庁舎第３号館８Ｆ 国際会議室 

議 題：労働力不足問題等 

 

５．取材等 

・会議については傍聴不可、カメラ撮りは冒頭のみとします。 

・カメラ撮りを希望される方はあらかじめ、２月２８日（金）正午までに、人数、氏名、所属、連絡

先を下記宛先までメールにて送付下さい。 

・当日１２：５０までに中央合同庁舎第３号館８Ｆエレベーターホールにお集まり下さい。 

・また、会議終了後に当方の準備が整い次第（１５：３０目途）、国土交通省の担当者による記者レ

クを予定しています。（場所：国土交通省中央合同庁舎第３号館８Ｆ国際会議室） 

【問い合わせ先・登録先】 

国土交通省総合政策局物流政策課 寺前、臼田 

代 表：03-5253-8111（内線 53-312、53-316） 直 通：03-5253-8799 ＦＡＸ：03-5253-1674 

メールアドレス：teramae-h2qu@mlit.go.jp  usuda-n2te@mlit.go.jp  



別紙 

物流政策アドバイザリー会議 アドバイザー名簿 

 

＜常任アドバイザー＞ 

【顧問】杉山 武彦   成城大学教授 

 

【座長】野尻 俊明   流通経済大学教授 

 

内田 明美子  株式会社湯浅コンサルティング 

 

坂口 琢也   株式会社みずほ銀行産業調査部次長 

 

宿谷  肇    一般社団法人日本物流団体連合会理事・事務局長 

 

鈴木 一行   三菱商事株式会社新産業金融事業グループ物流本部長(４月１日就任予定) 

 

徳田 雅人   公益社団法人日本ロジスティクスシステム協会専務理事 

 

中村 次郎   一般社団法人国際フレイトフォワーダーズ協会会長 

一般社団法人航空貨物運送協会会長 

                     (日本通運株式会社代表取締役副社長) 

 

成瀬 茂広   トヨタ自動車株式会社生産部品物流部長 

 

根本 敏則   一橋大学大学院教授 

 

矢野 俊一   多摩大学大学院客員教授 

(郵船ロジスティクス株式会社相談役) 

 

 

（五十音順・敬称略） 



別紙 

 

＜専門アドバイザー（労働力不足問題）＞ 

 

稲田  浩    株式会社ブルボン製造保証本部製造管理部業務管理課課長 

 

大野  泰    株式会社ファミリーマート物流・品質管理本部物流企画部長 

 

齋藤  充    日本通運株式会社取締役常務執行役員 

 

真貝 康一   日本貨物鉄道株式会社総括執行役員 

ロジスティクス本部営業統括部長 

 

鈴木 喜一   佐川急便株式会社常務取締役 

 

辰巳  順    一般社団法人日本長距離フェリー協会業務委員会委員 

       (オーシャントランス株式会社常務取締役) 

 

野崎 哲一   内航大型船輸送海運組合会長 

(近海郵船株式会社代表取締役社長) 

     

森 日出男  ヤマト運輸株式会社代表取締役常務執行役員 

 

 

 

（五十音順・敬称略） 

 


